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（２）歳出（別表５，９参照） 

イ．概要 

平成２７年度一般会計の歳出決算額は２０８億１，５９８万５千円で、予算現額２１８億４，５

０７万８千円に対し、９５．３％の執行率である。 

翌年度繰越額は４億３，４０１万５千円で、そのすべてが繰越明許費繰越額となっている。した

がって、予算執行残額から翌年度繰越額を差し引いた不用額が５億９，５０７万８千円となってい

る。 

決算額のうち前年度に比べて増加した主なものは、教育費１０億７，２８０万５千円（４７．７％）、

土木費４億２，５１２万３千円（３０．５％）、総務費３億２，１９４万６千円（１７．１％）で

あり、減少した主なものは、公債費１億７，２３７万３千円（９．６％）、労働費１，１４２万８

千円（５．９％）である。 

概ね予算に即した執行がされていたことを認めた。決算額を性質別に区分すると次のとおりであ

る。 

性 質 別 決 算 額 比 較 表 

区  分 

  性 質 別 

平 成 27 年 度 平 成 26 年 度 対前年度 

増減額 決 算 額  構成比 決 算 額  構成比 

消 

費 

的 

経 
費 

  千円     % 千円     % 千円 

人 件 費 2,640,179 12.7 2,674,214 14.5 △ 34,035 

物 件 費 2,350,550 11.3 2,266,119 12.2 84,431 

維持補修費 259,051 1.3 235,035 1.3 24,016 

扶 助 費 3,298,616 15.9 3,171,714 17.1 126,902 

補助費等 5,059,374 24.3 4,635,188 25.0 424,186 

小     計 13,607,770 65.5 12,982,270 70.1 625,500 

投
資
的
経
費 

普通建設事業費 3,646,421 17.5 2,137,753 11.6 1,508,668 

災害復旧事業費 6,743 0.0 4,673 0.0 2,070 

小     計 3,653,164 17.5 2,142,426 11.6 1,510,738 

公   債   費 1,629,631 7.8 1,802,004 9.7 △ 172,373 

積   立   金 255,008 1.2 152,183 0.8 102,825 

貸   付   金 310,000 1.5 299,000 1.6 11,000 

繰   出   金 1,360,412 6.5 1,135,709 6.2 224,703 

合     計 20,815,985 100.0 18,513,592 100.0 2,302,393 

消費的経費は後年度に形を残さない性質の経費である。投資的経費はその支出の効果が資本形成

に向けられるもので、施設等ストックとして将来に残るものに対して支出される経費である。 

歳出科目は１４款に区分されており、その構成及び予算の執行状況は次のとおりである。 
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 ロ．議会費 

議    会    費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

175,234,000 173,122,396 0 2,111,604 98.8 0.8 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額１億７，６４１万３千円に比較すると３２９

万円（１．９％）の減少である。 

 

 ハ．総務費 

総    務    費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

2,467,338,000 2,201,416,443 200,737,000 65,184,557 89.2 10.6 

本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額１８億７，９４７万１千円に比較すると３億

２，１９４万６千円（１７．１％）の増加である。 

これは主に電算処理費が３，１７１万２千円（２６．３％）、衆議院議員選挙費が１，８９７万

５千円（皆減）、災害対策費が１，０７３万８千円（５５．８％）、それぞれ減少したものの、財産

管理費が１億７７万５千円（８６．７％）、市民会館管理費が９，５１７万８千円（１５８．６％）、

一般管理費が８，０６６万７千円（８．６％）、企画費が４，２２３万円（２６．０％）、それぞれ

増加したためである。 

 また、不用額６，５１８万５千円は、主に戸籍基本住民台帳費で個人番号カードの交付数が国の

当初見込みを大きく下回ったため負担金、補助及び交付金１，０９５万７千円、企画費で北条鉄道

経常損失補てん予定額と同決算額とに差額が生じた等のため負担金、補助及び交付金１，０７６万

１千円、一般管理費でふるさと納税包括業務委託料の予測が困難等のため委託料２７７万７千円、

財産管理費で緊急修繕等が不用になったため需用費２０８万４千円、市民会館管理費で緊急修繕が

発生しなかったため需用費２００万円が不用になったものである。 

 なお、翌年度繰越額２億７３万７千円は、企画費、電算処理費、選挙費の繰越によるものである。 

人口増施策として、種々の補助、減免措置等が実施されているが、費用対効果の観点からも、各々

の施策の必要性を十分に精査し、今後の継続実施や新たな施策の導入に努められたい。 

また、播磨国風土記１３００年記念事業は、数年にわたり多額の資金を投入しており、有効性を

十分に検証しておく必要がある。なお、今後も、加西市の文化的水準の向上や、市の活性化を図ら

なければならないが、継続して類似の事業を実施する場合、費用対効果の観点から、事業の評価を

慎重かつ厳格に行うことが求められる。 
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 ニ．民生費 

民    生    費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

6,524,326,000 6,147,427,698 203,553,000 173,345,302 94.2 29.5 

本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額６０億３，２８０万４千円に比較すると１億

１，４６２万３千円（１．９％）の増加である。 

 これは主に、児童福祉施設費が１億４，５３１万９千円（２２．８％）、児童福祉総務費が１億

２，６２６万１千円（４５．０％）、老人福祉費が４，８４０万４千円（２５．１％）、それぞれ減

少したものの、社会福祉総務費が２億４，２４７万１千円（１７．７％）、障害者福祉費が１億１，

３０８万７千円（１４．０％）、児童措置費が６，０１５万２千円（４．８％）、それぞれ増加した

ためである。 

 また、不用額１億７，３３４万５千円は、主に社会福祉総務費で国民健康保険給付費及び後期高

齢者医療給付費、介護給付費の減等により特別会計への繰出金が減になったことにより繰出金４，

３２７万９千円、生活保護費で入院等に係る医療扶助受給者が見込みを下回った等により扶助費３，

８８０万６千円、福祉医療費で医療費助成の減等による扶助費２，９８８万３千円が不用になった

ものである。 

なお、翌年度繰越額２億３５５万３千円は、社会福祉総務費、児童福祉費の繰越である。 

 

 ホ．衛生費 

衛    生    費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

2,532,796,000 2,503,821,224 0 28,974,776 98.9 12.0 

本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額２３億２，５９８万２千円に比較すると１億

７，７８４万円（７．６％）の増加である。 

 これは主に、生活排水対策費が８，５１７万６千円（１６．０％）火葬場費が１，８７０万９千

円（４４．１％）、環境保全対策費が７４４万２千円（３１．２％）、それぞれ減少したものの、し

尿処理費が２億５，７６５万円（１４１．５％）、塵芥処理費が１，６３１万７千円（４．８％）、

それぞれ増加したためである。 

 また、不用額２，８９７万５千円は、主に予防費で予防接種件数が見込みを下回ったため委託料

３０７万２千円、し尿処理費で改修整備工事の焼却設備廃止による薬剤量及び電気使用量の減によ

り需用費３０６万２千円、火葬場費の火葬件数が見込みより少なく燃料費が下回ったため需用費１

１９万２千円が不用になったものである。 
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ヘ．労働費 

労    働    費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

184,199,000 182,000,536 0 2,198,464 98.8 0.9 

本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額１億９，３４２万８千円に比較すると１，１

４２万８千円（５．９％）減少している。これは、労働諸費が減少したためである。 

 

 ト．農林水産業費 

農  林  水  産  業  費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

1,220,481,000 1,195,083,957 0 25,397,043 97.9 5.7 

本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額１１億２，２１８万４千円に比較すると７，

２９０万円（６．５％）の増加である。 

 これは主に、国営かんがい排水関連事業費が１億４４９万４千円（６８．２％）、農業総務費が

１，０５９万３千円（６．９％）、それぞれ減少したものの、農地費が１億４５５万８千円（４２．

９％）、農業振興費が６，５１５万３千円（４０．４％）、地域農政推進対策事業費が４，１０３万

１千円（７５６．５％）、それぞれ増加したためである。 

 また、不用額２，５３９万７千円は、主に農業振興費で農地集積協力金の国の配分の減等により

負担金、補助金及び交付金が９９６万２千円、農地費で県営ため池等整備事業費が平成２６年度予

算へと前倒しになったことにより負担金、補助及び交付金３４０万６千円、農業振興費で有害鳥獣

遺骸処理費の減による委託料１７５万３千円が不用になったものである。 

 

チ．商工費 

商    工    費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

647,623,000 632,978,353 0 14,644,647 97.7 3.0 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額４億５，０３９万８千円に比較すると１億８，

２５８万１千円（４０．５％）の増加である。 

 これは主に、商工振興費が１億５，４２９万８千円（３９．８％）、観光費が３，４７９万５千

円（１３９．０％）増加したためである。 

 また、不用額１，４６４万５千円は、主に商工振興費で空き店舗活用補助金にかかる申請者の減

等により負担金、補助及び交付金７４６万２千円、観光費で空き家の所有・購入者への改修建築費
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用の助成事業の申請者の等により負担金、補助及び交付金２２１万２千円が不用になったものであ

る。 

 

 リ．土木費 

土    木    費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

1,869,022,000 1,820,615,671 29,725,000 18,681,329 97.4 8.7 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額１３億９，５４９万３千円に比較すると４億

２，５１２万３千円（３０．５％）の増加である。 

 これは主に、宅地造成対策費が２，２９３万４千円（皆減）、都市下水費が５００万円（０．８％）、

住宅管理費が３８２万１千円（１０．０％）、公園費が１８７万円（９．０％）、それぞれ減少した

ものの、道路新設改良費が３億４１４万９千円（１５６．８％）、土地区画整理費が２，６６８万

円（９６．１％）、都市再生事業費が２，４４３万円（皆増）、それぞれ増加したためである。 

 また、不用額１，８６８万１千円は、道路新設改良費で鶉野飛行場線道路改良事業の用地測量・

実施設計が実施できなかったこと等による委託料６５２万７千円、土地区画整理費で測量業務の減

による負担金、補助及び交付金２００万円、都市計画総務費で境界確定に時間を要したことによる

工事請負費１３１万円が不用になったものである。 

なお、翌年度繰越額２，９７２万５千円は、道路新設改良費の繰越である。 

 

 ヌ．消防費 

消    防    費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

745,122,000 744,213,528 0 908,472 99.9 3.6 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額７億２，７４４万２千円に比較すると１，６

７７万２千円（２．３％）の増加である。 

 これは主に、非常備消防費が１４８万円（１．７％）減少したものの、消防施設費が９３９万３

千円（２５３．１％）、常備消防費が８８６万円（１．４％）増加したためである。 

 

 ル．教育費 

教    育    費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

3,569,345,000 3,323,923,496 0 245,421,504 93.1 16.0 
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 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額２２億５，１１１万８千円に比較すると１０

億７，２８０万５千円（４７．７％）の増加である。 

 これは主に、中学校費の学校管理費が２億９８１万１千円（６２．９％）、公民館費が９６１万

６千円（１３．４％）、文化財保護費が８５０万３千円（８５．６％）、青少年女性教育費が５４０

万３千円（皆減）、それぞれ減少したものの、小学校費の学校管理費（以下「学校管理費（小）」と

いう。）が１２億２，６４７万１千円（１８２．８％）、幼稚園費が１，７９３万８千円（１０．５％）、

小学校費の教育振興費が１，０２６万５千円（３３．４％）、それぞれ増加したためである。 

 不用額２億４，５４２万２千円は、主に学校管理費（小）で入札残により工事請負費２億９９４

万３千円、オークタウン管理費でテニスコート人工芝改修工事費が入札残により３１０万８千円が

不用になったものである。 

 

 ヲ．災害復旧費 

災  害  復  旧  費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

7,100,000 6,742,560 0 357,440 95.0 0.0 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度の支出済額４６７万３千円に比較すると、２０６万９

千円（４４．３％）増加している。 

 これは、農業施設災害復旧費が２０６万９千円（４４．３％）増加したためである。 

 

 ワ．公債費 

公    債    費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

1,630,100,000 1,629,631,062 0 468,938 100.0 7.8 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額１８億２００万４千円に比較すると１億７，

２３７万３千円（９．６％）の減少である。 

 支出済額のほとんどが市債償還元金と利子である。 

 一般会計の前年度末における未償還元金は１７２億３，７６６万７千円であり、これに当年度借

入金額２９億８，３００万円を加え、この合計額から当年度元金償還額１４億５，４９９万２千円

を差し引いた額１８７億６，５６７万５千円が当年度末未償還元金である。 
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 カ．諸支出金 

諸  支  出  金 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

255,013,000 255,008,490 0 4,510 100.0 1.2 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額１億５，２１８万３千円に比較すると１億２

８２万５千円（６７．６％）の増加である。 

 支出の主なものは、ふるさと応援基金費２億１，１１７万２千円、財政調整基金費３，３１６万

４千円である。 

 

 ヨ．予備費 

予   備   費 

議決予算額 充用額 不用額 充当率 

円 円 円 ％ 

20,000,000 2,621,000 17,379,000 13.1 

当年度における予備費の充用件数は４件で、１，７３７万９千円が不用額となっている。 


